
PDF issue: 2025-03-14

<研究ノート>働き方の現状と課題 : 『ブ
ラック的』な働き方に関する考察

後藤, 嘉代 / TAKEISHI, EMIKO / 武石, 恵美子 / 間宮, 厚司
/ GOTO, Kayo / MAMIYA, Atsushi

(出版者 / Publisher)
法政大学キャリアデザイン学会

(雑誌名 / Journal or Publication Title)
生涯学習とキャリアデザイン / 生涯学習とキャリアデザイン

(巻 / Volume)
12

(号 / Number)
2

(開始ページ / Start Page)
67

(終了ページ / End Page)
83

(発行年 / Year)
2015-03
(URL)
https://doi.org/10.15002/00010741



67

１．はじめに

　「働き方」に関する注目度が高まっており、様々
な雇用改革制度の提案がなされている。近年は「ブ
ラック企業」といわれるように、職場における違
法な状況やハラスメントなどが放置され、従業員
が困難な状況に陥っていることが問題視されてい
る。
　日本労働組合総連合会が 2014年 11月に実施し
た調査 1）において、現在の勤務先がいわゆる「ブ
ラック企業」だと思うかという質問を行っている。
これに対して、「ブラック企業だと思う」とする
割合は 26.9％（「ブラック企業だと思う」8.2％、「ど
ちらかといえばブラック企業だと思う」18.7％）
と、1/4程度が自身の勤務先をブラック企業だと
感じているという結果になっている。特に、こ
の割合は若い世代で高く、20代 32.7％、30代
30.5％、40代 25.9％、50代 18.6％である。勤務
先がブラック企業だと感じている場合にその理
由をみると、「長時間労働が当たり前になってい
る」（52.2％）、「仕事に見合わない低賃金である」

（46.3％）、「有給休暇が取得できない」（37.4％）、
「賃金不払い残業（サービス残業）が当たり前に
なっている」（33.5％）などが上位で、実際に残
業代に不払いがあるとする労働者は、正規労働者
で 41.9％にのぼる。

　パワーハラスメントも「ブラック企業」の要素
と考えられるが、この実態把握に関しては、東京
海上日動リスクコンサルティングが 2012年に実
施した「職場のパワーハラスメントに関する実態
調査」がある。この調査によると、過去 3年間に
パワーハラスメントに関する相談を 1件以上受け
たことがある企業は回答企業全体の 45.2％、実際
にパワーハラスメントに該当する事案のあった企
業は回答企業全体の 32.0％であった。従業員の
側からみると、過去 3年間にパワーハラスメント
を受けたことがあると回答した者は回答者全体の
25.3％であった。
　働く場において違法な労働実態やハラスメント
の状況が放置されていることは大きな問題であ
り、こうした状況は早急に改善されなければなら
ない。
　この実態に関連して、厚生労働省は 2013年
に「若者の『使い捨て』が疑われる企業等への重
点監督の実施状況」を発表した。2013年 9月に、
若者の「使い捨て」が疑われる企業等に対して実
施した「過重労働重点監督」の結果 2）、対象事業
場（5,111事業場）のうち、82.0％の事業場に何
らかの労働基準関係法令違反があり、是正勧告書
を交付したとしている。特に、「違法な時間外労
働」（43.8％）、「賃金不払残業」（23.9％）が多い。
このような実態を受け、長時間労働、賃金不払
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残業などの労働基準法等における問題が生じてい
る職場の情報を受け付ける窓口の設置をしたり、
2014年 10月には、厚生労働大臣から日本経済団
体連合会等経営者団体に対して長時間労働の抑制
による過重労働解消や休暇取得促進をはじめとし
た「働き方改革」に向けた取組の要請を行うなど、
対策を講じ始めている。一方で、若者の雇用に積
極的な企業については、「若者企業応援宣言」と
して web サイトで企業情報を公開するなどの取
組も実施されている。
　また、企業サイドでも、ブラック企業の烙印を
押されることによる企業イメージの低下や人材確
保へのマイナスの影響を回避する対応もみられて
いる。例えば㈱ゼンショーホールディングスは、
2014年 7月に、「『すき家』の労働環境改善に関
する第三者委員会による調査報告書」を公表して
話題になった。
　働き方における問題が発生したときに、個人は
どのような行動をとるべきか。前述の日本労働組
合総連合会の調査において、勤務先がブラック企
業だと感じた場合、そのことを誰か・どこかに相
談したことがあるかを尋ねた結果、「相談したこ
とはない」が 46.8％と半数近くを占め、相談相手
は「家族」（34.2％）や「友人」（31.6％）などの
身近な人で、「直属上司」（4.0％）など職場関係
者や「労働基準監督署・労働局」（1.9％）などの
公的機関への相談は極めて少なく、「勤務先の労
働組合」は労働組合がないケースが多いと考えら
れるものの 0.9％でしかない。働く側の認識や対
応も、働き方を変える上では重要と考えられる。
　こうした現状を踏まえ、本稿では、管理職にな
る前の若い従業員が、職場においてどのような働
き方の実態にあるのか、特に、いわゆる「ブラッ
ク的」な働き方がどの程度存在し、そうした状況
の背景及びそれらにどのように対処しているのか
を明らかにするために実施したアンケート調査の
結果を分析する。「ブラック的」な働き方につい
ては、調査において自身の勤務先を『ブラック企
業』と思っている場合をそうでない場合と比較し
て記述することとする。

２．調査の概要

　本調査は、正社員数 30人以上の民間企業及び
公務で働く 35歳未満の一般社員（非管理職）を
対象に実施した。調査対象の選定にあたっては、
正社員数規模（中小企業（30～ 299人）と大企
業（300人以上）に区分）と雇用形態（正規と非
正規）で表 1のように割付を行い、これをもとに、
マイボイスコム株式会社に登録している調査モニ
ターに回答を依頼した。調査は全てのサンプルが
割付希望数に達するまで実施し、標本を決定した。
回収サンプル数は合計で 1,565名、各層ごとの回
収数は表 1の通りである。
　本調査の調査期間は 2014年 9月 29日～ 10月
7日である。調査実施は、マイボイスコム株式会
社に作業を委託し、Web 画面上での個別記入方
式で実施した

 
　調査では、回答者の属性のほか、現在の勤務先
での仕事や職場環境、労働者の権利や制度の理解
状況、労働組合に関する意識等について尋ねてい
る。本稿では、本調査の主要な項目を抜粋して、
主に、企業規模・雇用形態別と勤務先を『ブラッ
ク企業』と思っているか否か（「ブラック的」な
働き方か）の観点から分析結果を報告する。

３．回答者属性

　調査結果の分析の前に、本節では、調査回答者
の属性を確認する。

（1）個人属性
　回答者の性別構成は男性 46.5％、女性 53.5％で
ある。規模・雇用形態別にみると、中小正規、大

表 1　回答者の規模・雇用形態割付
（名）

規模（正社員数） 当初割付数 回答数

中小（30～299人） 400 419

大企業（300人以上） 600 614

中小（30～299人） 160 252

大企業（300人以上） 240 280

正規労働者

非正規労働者
（派遣を除く）
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働き方の現状と課題

企業正規ともに男性が半数以上（中小：55.4％、
大企業：56.0％）を占めるが、非正規については、
中小、大企業ともに女性が 7割強（中小 72.2％、
大企業 70.7％）と多数を占める。
　平均年齢は 29.7歳で、大企業非正規で平均
30.0歳とやや高いが、規模や雇用形態を問わず
29～ 30歳の間である。
　最終学歴は、「大学卒」が 55.1％を占め、次い
で、「高校卒」が 16.9％、「専修・各種学校卒」が
10.2％、「大学院修了」が 8.9％、「短大・高専卒」
が 7.4％、「中学校卒」が 1.3％である。「大学卒」
の割合をみると、大企業正規で 67.8％と最も多く、
以下、中小正規（54.7％）、大企業非正規（48.6％）、
中小非正規（32.5％）の順となっている。また、
中小非正規については、「高卒」（31.0％）が 3割
を占め、他の層に比べて多い。
　性・年代別では、いずれも半数以上が「大学卒」
であるが、男女ともに 20代でやや多い。また、男
性は、20代、30代ともに「大学院修了」が 14% 
程度で、女性（4% 程度）よりも高い。

（2）雇用形態、職種
　非正規労働者の雇用形態に着目すると、全体で
は、「契約社員」が 17.4％、「パートタイマー」が
9.6％、「アルバイト」が 7.0％で、非正規労働者
の約半数を「契約社員」が占めている。大企業非
正規では「契約社員」（66.4％）が約 3分の 2と多
数を占めるのに対し、中小非正規では「契約社員」

（34.1％）は 3割強にとどまり、「パートタイマー」
（36.9％）や「アルバイト」（29.0％）が多い。
　職種については、「事務職」が 41.1％と最も多く、
そのほか「専門・技術職」が 21.3％、「サービス職」
が 14.8％、「営業・販売職」が 11.1％、「生産技能」
が 7.0％となっている。
　規模・雇用形態別にみると、中小、大企業とも
に正規で「専門・技術職」（中小：27.7％、大企業：
28.5％）が多い。一方、非正規については「サー
ビス職」が中小で 28.6％、大企業で 20.0％と正規
を上回っている。また大企業については、正規、
非正規ともに「事務職」が多くなっているが、と

りわけ大企業非正規（48.6％）で比率が高い。
　性・年代別にみると、男性は、20代、30代と
もに「専門・技術職」と「事務職」が約 3割ずつ、「生
産技能」も 1割強を占める。女性については、「事
務職」が 20代 50.9％、30代 54.5％と半数強を占
めている。

（3）労働組合の有無、加入状況
　勤め先の労働組合の有無についてみると、「あ
る」が 45.5％、「ない」が 33.9％で、「労働組合が
あるかどうかわからない」も 20.6％を占める。
　「ある」は、大企業正規（63.4％）で最も多い。
大企業非正規についても「ある」が 55.0％と半数
以上を占める。一方、中小についてみると、「ある」
は正規 24.8％、非正規 25.8％といずれも 4分の 1
程度にとどまる。また、中小、大企業ともに正規
に比べて非正規で「労働組合があるかどうかわか
らない」が多くなっているが、とりわけ中小非正
規で 39.7％と多い。
　次に、労働組合の加入状況をみると、「勤め先
にある労働組合に加入している」のは 30.5％で、

「加入していない」（66.0％）が全体の約 3分の 2
に及んでいる。なお、「勤め先以外の労働組合に
加入している」は 3.5％である。
　「勤め先にある労働組合」への加入率をみると、
大企業正規が 51.3％と最も多く、これに大企業非
正規（20.7％）、中小正規（19.1％）が 2割前後で
続いている。中小非正規の加入率は 9.9％と最も
低い。

４．職場の状況

　本節では、回答者の現在の職場状況や、現在の
勤務先をいわゆる『ブラック企業』にあたると思
うかについて尋ねた設問をみたうえで、『ブラッ
ク企業』の特徴とされている長時間労働やパワー
ハラスメントの実態をみることにする。

（1）勤務先はブラック企業か
　調査では、「違法な長時間労働や賃金不払い残
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業、離職率が極端に高いなど若者を使い捨てにす
るような企業が『ブラック企業』と言われていま
すが、あなたの勤め先はそれにあたると思いま
すか」と尋ねた。その結果をみると、「そう思う」
が 7.1％、「どちらかというとそう思う」が 15.0％
と、これらを合わせて 2割強（22.1％）が現在の
勤め先を『ブラック企業』と考えている。一方、「ど
ちらかというとそう思わない」が 27.3％、「そう
思わない」が 40.3％で、「わからない」も 10.4％
を占める（表 2）。
　規模・雇用形態別にみると、勤め先を『ブラッ
ク企業』と思っている比率は、中小正規で 27.0％
と最も多く、大企業正規（16.8％）と比べて約
10ポイントの差がみられる。非正規については、

中小 25.4％、大企業 23.6％と規模による差はほと
んどみられない（表 2）。また、非正規を雇用形
態別にみると、アルバイトで『ブラック企業』比
率が 31.8％と高い。
　職種別では、営業・販売職（32.2％）、サービ
ス職（28.9％）、生産技能（29.1％）において高い
傾向にある。また、勤め先に労働組合がない場合
に『ブラック企業』比率が 25.6％と、労働組合が
ある場合の20.4％に比べて高くなっている（表3）。 

（2）職場の特徴
　勤務する職場において働き方の問題につながり
そうな特徴に関して、調査では「上記にあてはま
るものはない」を含めて 14の職場の特徴をあげ、
あてはまるもの全てを選んでもらった。
　全体計では、「正社員・正職員やパート、派遣
など様々な立場の従業員が一緒に働いている」

（39.7％）がほぼ 4割と最も多い。以下、比率は
下がるが、「人を育てる雰囲気がない」（23.8％）、

「中途入社の人が多い」（23.0％）、「残業が多い、
休みがとりにくい」（22.4％）、「仕事以外の付き
合いがない」（21.6％）、「従業員の年代に偏りが
ある」（21.5％）が2割強でこれに続いている（表4）。
　規模・雇用形態別にみると、中小、大企業とも
に非正規で「正社員・正職員やパート、派遣など
様々な立場の従業員が一緒に働いている」や「仕
事以外の付き合いがない」が多く、「残業が多い、
休みがとりにくい」が少ない。また、「中途入社
の人が多い」は中小正規で 31.0％を占めるのに対
し、大企業正規では 15.1％にとどまるなど、規模
や雇用形態による違いがみられる。
　自分の現在の勤務先を『ブラック企業』と思っ
ている場合（「そう思う計」＝「そう思う」と「ど
ちらかというとそう思う」の合計）と思っていな
い場合（「そう思わない計」＝「そう思わない」と「ど
ちらかというとそう思わない」の合計）を比べる
と、『ブラック企業』と思っている場合に各項目
に回答する割合が高い。特に両者で差が大きい項
目は、「残業が多い、休みがとりにくい」（28.9ポ
イント差）、「人を育てる雰囲気がない」（21.9ポ

表 2　勤め先は『ブラック企業』か
（％）

回
答
件
数

そ
う
思
う

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

そ
う
思
う

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

そ
う
思
わ
な
い

そ
う
思
わ
な
い

わ
か
ら
な
い

合計 1565 7.1 15.0 27.3 40.3 10.4

中小正規 419 10.3 16.7 30.5 30.3 12.2

中小非正規 252 5.6 19.8 23.4 38.9 12.3

大企業正規 614 5.7 11.1 27.4 45.6 10.3

大企業非正規 280 6.8 16.8 25.7 44.6 6.1

規模・
雇用形

態

（％）

回
答
者
数

そ
う
思
う

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

そ
う
思
う

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

そ
う
思
わ
な
い

そ
う
思
わ
な
い

わ
か
ら
な
い

1565 7.1 15.0 27.3 40.3 10.4

職種 334 5.7 10.8 30.5 41.9 11.1

643 5.9 12.8 26.4 45.9 9.0

174 9.2 23.0 23.6 36.8 7.5

232 12.1 16.8 28.4 30.2 12.5

11 9.1 9.1 18.2 54.5 9.1

110 7.3 21.8 28.2 33.6 9.1

20 0.0 20.0 30.0 15.0 35.0

5 0.0 20.0 0.0 40.0 40.0

32 3.1 25.0 25.0 31.3 15.6

4 0.0 0.0 25.0 75.0 0.0

712 7.2 13.2 25.6 45.4 8.7

531 8.5 17.1 29.8 35.6 9.0

322 4.7 15.5 27.0 36.6 16.1

労働組
合の有
無

ある

ない

労働組合があるかど
うかわからない

合計

専門・技術職

事務職

営業・販売職

サービス職

保安・警備職

生産技能

輸送・機械運転

建設作業・採掘

運搬・清掃・包装作業

その他

表 3	 職種別、労働組合の有無別、勤め先は『ブ
ラック企業』か
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働き方の現状と課題

イント差）、「上司と部下のコミュニケーションが
少ない」（19.2ポイント差）などである（表 4）。
労働時間や職場内のコミュニケーション、人材育
成などが、「ブラック的」な働き方と関連してい
るといえる。

（3）	過去 3年間の職場の問題状況、職場改
善のための行動の有無

　次に、『ブラック企業』の特徴に該当するよう
な項目をあげ、過去 3年間の職場の実態を把握し
た上で、個々人が職場で生じた問題に対してどの
ように対応しているのかについてみていきたい。
　調査では、「長時間労働が日常的に行われてい
る」や「休憩時間を取らせてもらえないことがよ
くある」、「あらかじめ定められた休日に休めない」
など、過去 3年間の勤務先の職場での問題状況に
ついて、「上記のようなことはない」を含めた 14
の選択肢をあげ、あてはまるもの全てを選んでも
らった。
　その結果をみると、半数近くが「上記のような
ことはない」（45.7％）とするものの、「長時間労
働が日常的に行われている」（23.5％）、「仕事に
より心身の健康を害した人がいる」（23.1％）、「短
期間で辞めていく人が多い」（20.3％）はいずれ
も 2割強を占め、他の項目に比べて比率が高い。

そのほか、「パワーハラスメントが行われている」
（11.2％）、「休憩時間を取らせてもらえないこと
がよくある」（8.0％）、「求人や面接のときに示さ
れた労働条件と実際の労働条件が違う」（7.9％）
が 1割前後を占める（表 5）。
　比率の高い項目を規模・雇用形態別にみると、

「長時間労働が日常的に行われている」は、中小
企業、大企業ともに正規で比率が高く（中小正規：
25.8％、大企業正規 24.9％）、いずれも 4分の 1程
度を占める。「仕事により心身の健康を害した人
がいる」はいずれの規模・雇用形態でも 2割強を
占め、規模や雇用形態による違いはみられない。
また、「短期間で辞めていく人が多い」について
は、正規に比べ非正規で比率が高く、中小非正規
で 36.1％と特に高い（表 5）。
　自分の現在の勤務先を『ブラック企業』と思っ
ている場合とそうでない場合とで回答率の差が大
きい項目は、「長時間労働が日常的に行われてい
る」（32.1ポイント差）、「短期間で辞めていく人
が多い」（31.2ポイント差）、「仕事により心身の
健康を害した人がいる」（23.3ポイント差）、「休
憩時間を取らせてもらえないことがよくある」

（16.5ポイント差）、「パワーハラスメントが行わ
れている」（16.0ポイント差）などで、『ブラック
企業』と感じる職場の状況の要素が浮かび上がる

表 4　職場の特徴（複数回答）
（％）

回
答
件
数

上
司
と
部
下
の
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
が
少
な
い

残
業
が
多
い
、
休
み
が
と
り

に
く
い

業
績
が
低
下
し
て
い
る
、
低

調
で
あ
る

失
敗
が
許
さ
れ
な
い
、
失
敗

へ
の
許
容
度
が
低
い

従
業
員
間
の
競
争
が
激
し
い

評
価
と
業
績
と
の
連
動
が
徹

底
し
て
い
る

正
社
員
・
正
職
員
や
パ
ー

ト
、

派

遣
な
ど
様
々
な
立
場
の
従
業
員
が

一
緒
に
働
い
て
い
る

従
業
員
の
年
代
に
偏
り
が
あ

る 中
途
入
社
の
人
が
多
い

従
業
員
同
士
が
お
互
い
に
干

渉
し
あ
わ
な
い

他
部
署
や
外
部
と
の
交
流
が

少
な
い

人
を
育
て
る
雰
囲
気
が
な
い

仕
事
以
外
の
付
き
合
い
が
な

い 上
記
に
あ
て
は
ま
る
も
の
は

な
い

合計 1565 19.0 22.4 14.4 12.3 4.5 5.2 39.7 21.5 23.0 12.6 20.9 23.8 21.6 17.8

中小正規 419 18.6 26.5 16.7 11.2 4.5 4.5 27.9 22.2 31.0 14.3 18.4 27.7 21.5 18.6

中小非正規 252 21.0 16.7 13.9 12.7 4.4 6.7 56.0 20.6 26.2 10.3 17.9 26.6 27.4 15.9

大企業正規 614 16.9 24.8 13.0 11.4 4.6 6.0 30.1 22.6 15.1 10.7 21.3 18.9 16.3 20.5

大企業非正規 280 22.1 16.1 14.3 15.4 4.6 3.2 63.9 18.9 25.4 16.1 26.4 26.1 28.2 12.1

そう思う計 346 34.1 45.1 23.1 20.8 8.7 8.4 46.5 28.0 31.2 15.0 28.6 41.3 27.5 5.2

そう思わない計 1057 14.9 16.2 12.5 9.6 3.3 4.4 39.7 20.4 21.1 12.2 19.7 19.4 20.3 18.2

わからない 162 13.0 14.2 8.0 11.1 3.7 3.7 25.3 14.8 17.9 9.9 12.3 14.8 17.3 42.0

規模・
雇用形

態

勤め先
はブ

ラック
企業か
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結果となった（表 5）。
　ここでとりあげた職場の課題があると回答した
半数強の回答者を対象に、「職場の状況を改善す
るために、どのような行動をとったか」について、

「何もしなかった」を含め、9つの選択肢をあげ、
複数回答の形で尋ねた。その結果をみると、全体
では「何もしなかった」（63.1％）が 6割強を占め、
職場の改善のために行動をとった割合は 4割弱に
とどまっている（表 6）。
　職場の改善のための行動で比率が高かったの

は、「職場の先輩や同僚に相談した」（19.5％）、「職
場の上司に相談した」（16.9％）で、いずれも 2割
弱を占める。その他の「社内の苦情処理の窓口に
相談した」（5.5％）、「労働組合に相談した」（3.6％）、

「労働基準監督署に相談・申告した」（3.3％）、「行
政の相談窓口を利用した」（1.3％）、など組織的
な対応を行った割合はわずかである（表6）。なお、

「何もしなかった」回答者の何もしなかった理由
をみると、半数が「どうせ何も変わらないと思っ
たから」（50.0％）と回答している。

表 5　過去 3年間の職場の問題の状況（複数回答）
（％）

回
答
件
数

長
時
間
労
働
が
日
常
的
に
行

わ
れ
て
い
る

休
憩
時
間
を
取
ら
せ
て
も
ら

え
な
い
こ
と
が
よ
く
あ
る

あ
ら
か
じ
め
定
め
ら
れ
た
休

日
に
休
め
な
い

短
期
間
で
辞
め
て
い
く
人
が

多
い

パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
が
行

わ
れ
て
い
る

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン

ト
が
行
わ
れ
て
い
る

仕
事
に
よ
り
心
身
の
健
康
を

害
し
た
人
が
い
る

職
場
で
暴
力
が
放
置
さ
れ
て

い
る

普
通
の
努
力
で
は
不
可
能
な

ノ
ル
マ
が
課
せ
ら
れ
る

求
人
や
面
接
の
と
き
に
示
さ

れ
た
労
働
条
件
と
実
際
の
労

働
条
件
が
違
う

嫌
が
ら
せ
と
し
て
配
置
転

換
、
転
勤
、
出
向
等
が
行
わ

れ
て
い
る

退
職
し
た
い
と
申
し
出
て
も

辞
め
さ
せ
て
も
ら
え
な
い

会
社
が
労
働
者
を
自
主
的
な

退
職
に
追
い
込
も
う
と
す
る

上
記
の
よ
う
な
こ
と
は
な
い

1565 23.5 8.0 6.2 20.3 11.2 4.9 23.1 2.0 4.0 7.9 4.3 4.0 4.3 45.7

中小正規 419 25.8 9.1 7.2 20.3 11.0 4.5 23.2 2.1 3.6 6.9 4.8 5.0 5.3 44.6

中小非正規 252 17.5 7.9 5.6 36.1 12.3 3.6 20.2 1.2 2.4 11.5 2.0 5.6 4.4 43.3

大企業正規 614 24.9 7.3 6.5 10.9 10.7 5.5 24.4 2.3 4.7 5.5 4.6 3.4 2.6 47.7

大企業非正規 280 22.5 7.9 4.6 26.4 11.8 5.4 22.9 1.8 4.3 11.1 5.0 2.5 6.4 45.0

そう思う計 346 48.3 20.8 13.0 44.8 24.0 8.4 41.9 5.2 10.7 19.9 9.0 12.7 12.7 11.8

そう思わない計 1057 16.2 4.3 4.3 13.6 8.0 4.1 18.6 1.1 1.9 4.4 3.1 1.5 1.9 54.7

わからない 162 18.5 4.9 4.3 11.1 4.9 3.1 12.3 0.6 3.1 4.9 1.9 1.9 1.9 59.3

勤め先は
ブラック
企業か

規模・
雇用形態

合計

（％）

回
答
件
数

職
場
の
上
司
に
相
談
し

た 職
場
の
先
輩
や
同
僚
に

相
談
し
た

社
内
の
苦
情
処
理
の
窓

口
に
相
談
し
た

労
働
組
合
に
相
談
し
た

労
働
基
準
監
督
署
に
相

談
・
申
告
し
た

行
政
の
相
談
窓
口
を
利

用
し
た

Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
相
談
窓
口
を

利
用
し
た

そ
の
他

何
も
し
な
か
っ
た

850 16.9 19.5 5.5 3.6 3.3 1.3 1.3 1.1 63.1

中小正規 232 17.7 16.8 3.4 3.0 4.7 0.9 0.9 0.4 67.2

中小非正規 143 11.9 17.5 2.8 0.7 2.1 0.7 0.0 1.4 71.3

大企業正規 321 17.4 20.9 8.1 6.5 3.4 2.5 2.5 1.6 57.6

大企業非正規 154 19.5 22.7 5.8 1.3 1.9 0.0 0.6 0.6 60.4

そう思う計 305 21.6 26.2 8.9 3.9 4.3 2.3 1.0 0.7 52.5

そう思わない計 479 14.6 16.7 4.0 4.0 2.7 0.8 1.0 1.5 68.1

わからない 66 12.1 9.1 1.5 0.0 3.0 0.0 4.5 0.0 75.8

勤め先は
ブラック
企業か

合計

規模・
雇用形態

表 6	 職場の状況を改善するための行動（複数回答、職場に何らかの問題があると回答した者に
ついて）
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働き方の現状と課題

　現在の勤務先を『ブラック企業』と思っている
層の方が職場の問題に対して、「何もしていない」
割合が 52.5％と、『ブラック企業』と思っていな
い層（68.1％）に比べて少なく、「職場の先輩や
同僚に相談した」（26.2％）や「職場の上司に相
談した」（21.6％）は『ブラック企業』と思って
いない人に比べて多い（表 6）。つまり、『ブラッ
ク企業』と思っている人の方が、職場の上司や同
僚などへの相談を中心に、何らかの改善のための
行動をとっている割合が相対的に高く、必ずしも

『ブラック的』な働き方を甘んじて受け入れてい
る人ばかりではないことがわかる。しかしそれで
も半数以上が何もしていない。特に社内の苦情処
理窓口や労働組合などの受け皿が、そもそもない
可能性もあるにせよ機能しているとは言い難い現
状が明らかになった。

（4）パワーハラスメントの状況
　調査では、職場の状況について、パワーハラス
メントの観点から尋ねている。「ささいなミスを
しつこくしかる」や「大声など感情的にしかる」
などパワーハラスメントに該当すると思われる
行為について、「上記のようなことはない」を含
めた 15の選択肢をあげ、現在の職場において過
去 3年間に該当するような行為を経験したかを尋

ねた。その結果、「上記のようなことはない」が
65.5％と 3分の 2近くを占めるが、残りの 3分の
1は何らかの形でハラスメントに該当するような
行為を経験していると回答している。個々の回答
比率はそれほど高くないものの、「大声など感情
的にしかる」（11.1％）や「悪口や陰口で足を引っ
張る」（10.7％）、「ささいなミスをしつこくしかる」

（10.4％）、「意向を無視した一方的な指示・命令
をする」（8.6％）などについては、1割前後を占
めている（表 7）。
　規模・雇用形態別にみると、「上記のようなこ
とはない」は非正規でわずかに比率が高いが、い
ずれの規模・雇用形態においても、3割以上がパ
ワーハラスメントに該当するような行為を経験し
ており、「大声で感情的にしかる」、「悪口や陰口
で足を引っ張る」、「ささいなミスをしつこくしか
る」などの経験をした割合は、いずれも 1割程度
を占める（表 7）。
　自分の現在の勤務先を『ブラック企業』と思っ
ている場合に、「ささいなミスをしつこくしかる」

（24.9％）、「大声など感情的にしかる」（23.1％）、「悪
口や陰口で足を引っ張る」（22.5％）、「意向を無
視した一方的な指示・命令をする」（20.5％）で 2
割を超える回答率を示しており、『ブラック企業』
と思わない場合と比べて差が大きい（表 7）。

表 7　過去 3年間のパワーハラスメントの経験（複数回答）
　 （％）

回
答
件
数

さ
さ
い
な
ミ
ス
を
し
つ
こ
く

し
か
る

大
声
な
ど
感
情
的
に
し
か
る

性
格
や
容
ぼ
う
を
か
ら
か
っ

た
り
非
難
し
た
り
す
る

悪
口
や
陰
口
で
足
を
引
っ
張

る 休
暇
の
不
承
認
や
残
業
・
休
日

出
勤
の
強
制
を
わ
ざ
と
す
る

意
向
を
無
視
し
た
一
方
的
な

指
示
・
命
令
を
す
る

仕
事
の
指
示
を
し
な
か
っ
た

り
決
裁
を
遅
ら
せ
た
り
す
る

必
要
以
上
に
仕
事
の
監
視
や

関
与
を
す
る

無
能
扱
い
し
た
り
、
わ
ざ
と

低
い
評
価
を
し
た
り
す
る

配
置
や
異
動
で
不
利
益
な
取

り
扱
い
を
す
る

人
を
人
と
し
て
み
な
い
馬
鹿

に
し
た
態
度
を
と
る

仕
事
仲
間
と
み
な
さ
な
い
対

応
を
す
る

暴
力
や
身
体
的
虐
待
を
加
え

る 無
理
難
題
を
い
っ
て
お
ど
す

上
記
の
よ
う
な
こ
と
は
な
い

1565 10.4 11.1 6.8 10.7 4.0 8.6 6.6 6.2 6.5 2.9 6.4 4.2 0.8 2.9 65.5

中小正規 419 10.7 11.7 8.4 12.9 3.3 6.9 6.0 5.3 6.2 2.6 7.2 4.5 1.4 3.3 64.9

中小非正規 252 11.5 9.5 6.3 8.7 4.0 9.5 6.7 6.0 5.2 1.6 5.6 5.2 0.8 2.0 67.1

大企業正規 614 10.4 11.4 6.2 9.3 5.0 9.3 7.2 7.7 7.2 3.4 4.7 3.1 0.7 2.6 64.5

大企業非正規 280 8.9 10.7 6.4 12.5 2.9 8.9 6.1 4.6 6.8 3.6 9.6 5.0 0.4 3.6 67.1

そう思う計 346 24.9 23.1 16.2 22.5 9.8 20.5 15.3 11.8 17.6 8.1 15.3 9.2 2.0 9.0 37.0

そう思わない計 1057 6.7 7.9 4.4 7.7 2.6 5.3 4.5 4.6 3.6 1.7 4.4 3.0 0.5 1.2 73.2

わからない 162 3.7 5.6 2.5 5.6 1.2 4.9 1.2 4.3 1.9 0.0 0.6 0.6 0.6 0.6 75.9

合計

規模・
雇用形態

勤め先はブ
ラック企業

か
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（5）労働条件の悪化の状況
　次に、職場の労働条件の悪化の状況等について
みていきたい。調査では、「賃金の水準が下がる」
や「労働時間が長くなる」など労働条件の悪化が
過去 3年間にあったかどうかについて、「上記の
ようなことはない」を含めた 11の選択肢をあげ
て尋ねた。その結果、「上記のようなことはない」
が 45.8％と半分以下で、半数以上が何らかの問題
を指摘している。中でも、「人手が足りずに仕事
が滞る」が 24.9％と 1/4程度の回答率となってお
り、また「過労気味の人が増えている」（17.9％）、

「労働時間が長くなる」（14.1％）など、労働強化
の傾向がみられている（表 8）。
　規模・雇用形態別にみると、「過労気味の人が
増えている」は、中小正規（20.0％）、と大企業
非正規（21.4％）で高い。また、「メンタル疾患
による病休者が増えている」は、大企業で、正規・
非正規に関わらず 1割以上が該当するとしている

（表 8）。
　自分の現在の勤務先を『ブラック企業』と
思っている場合に、「人手が足りずに仕事が滞る」

（44.5％）や「過労気味の人が増えている」（40.2％）
では 4割を超える回答率である。また、「労働時
間が長くなる」（33.8％）、「職場の人間関係が悪

くなる」（24.6％）、「賃金の水準が下がる」（23.1％）
なども高い割合である（表 8）。
　以上から、長時間労働に起因する問題がある職
場が多いことがうかがえるが、次に、長時間労
働による体調不良の経験についてみることにす
る。過去 3年間に長時間労働が原因で体調を崩し
た経験の有無をみると、「体調を崩した経験があ
る」が 25.3％と全体の約 4分の 1を占める。「体
調を崩した経験はない」は 66.5％、「わからない」
は 8.2％である。「体調を崩した経験がある」は、
大企業非正規で 31.1％と最も多く、大企業正規

（％）

回
答
件
数

賃
金
の
水
準
が
下
が
る

労
働
時
間
が
長
く
な
る

人
手
が
足
り
ず
に
仕
事
が

滞
る

福
利
厚
生
が
切
り
下
げ
ら

れ
る

人
員
削
減
が
実
施
さ
れ
る

仕
事
の
ノ
ル
マ
が
き
つ
く

な
る

職
場
の
人
間
関
係
が
悪
く

な
る

過
労
気
味
の
人
が
増
え
て

い
る

メ
ン
タ
ル
疾
患
に
よ
る
病

休
者
が
増
え
て
い
る

そ
の
他

上
記
の
よ
う
な
こ
と
は
な

い

1565 11.2 14.1 24.9 7.3 10.7 9.5 12.5 17.9 10.2 0.2 45.8

中小正規 419 13.6 18.1 26.7 8.1 7.9 8.1 12.6 20.0 9.3 0.0 44.6

中小非正規 252 8.3 12.7 26.6 2.4 10.7 12.7 13.5 15.5 7.1 0.8 47.2

大企業正規 614 11.7 13.2 21.2 9.8 12.1 8.8 9.8 15.8 11.1 0.0 47.9

大企業非正規 280 8.9 11.1 28.9 5.4 11.8 10.0 17.1 21.4 12.5 0.4 41.4

そう思う計 346 23.1 33.8 44.5 12.1 18.8 18.8 24.6 40.2 19.7 0.0 14.2

そう思わない計 1057 8.5 8.8 20.2 6.5 8.8 7.0 9.5 11.8 7.9 0.1 53.1

わからない 162 3.1 6.2 14.2 2.5 5.6 5.6 6.2 9.9 4.9 1.2 65.4

勤め先は
ブラック
企業か

合計

規模・
雇用形態

表 8　過去 3年間の職場における労働条件の悪化の状況（複数回答）

（％）

回
答
件
数

体
調
を
崩
し
た

経
験
が
あ
る

体
調
を
崩
し
た

経
験
は
な
い

わ
か
ら
な
い

1565 25.3 66.5 8.2

中小正規 419 25.8 64.0 10.3

中小非正規 252 26.6 63.9 9.5

大企業正規 614 21.8 70.7 7.5

大企業非正規 280 31.1 63.2 5.7

そう思う計 346 46.0 44.5 9.5

そう思わない計 1057 20.0 74.7 5.3

わからない 162 16.0 59.3 24.7

勤め先は
ブラック
企業か

合計

規模・
雇用形態

表 9	 過去 3年間に長時間労働が原因で体調を崩
した経験
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（21.8％）を約 10ポイント上回っている。中小に
ついては正規が25.8％、非正規が 26.6％である（表
9）。
　自分の現在の勤務先を『ブラック企業』と思っ
ている場合に、「体調を崩した経験がある」が
46.0％と半数近くに上り、思わない場合（20.0％）
との差が大きい（表 9）。

５．仕事への意識等

　本節では、回答者の仕事に対する意識や満足度
についてみることにする。

（1）現在の仕事への意識
　現在の仕事について、「仕事に働きがいを感じ
ている」や「自分の能力・専門性を十分に活かせ
ている」など 11の特徴をあげ、「あてはまる」「ど
ちらかというとあてはまる」「どちらともいえな
い」「どちらかといえばあてはまらない」「あては
まらない」の 5段階で尋ねた。
　「あてはまる」と「どちらかといえばあてはまる」
を合計した比率から、規模・雇用形態別に特徴的
な部分をあげると、大企業正規は「雇用が安定し
ている」（58.1％）が 6割弱、「家計をまかなえる
賃金・処遇条件である」（46.6％）でも半数近く
を占め、他の層に比べて比率が高い。この 2項目

については、正規に比べ非正規で比率が低く、大
企業非正規、中小非正規ともに 2割台にとどまっ
ている。また、「職業能力やキャリアを高めるた
めの機会や支援がある」や「賃金・処遇が適切で
納得性がある」についても中小や大企業非正規に
比べて大企業正規で『あてはまる』割合が多い。
そのほか、中小正規では、「職場の人間関係がよ
い」（33.9％）や「仕事と生活のバランスが適度
にとれている」（28.9％）で『あてはまる』が他
の層に比べて少ないといった特徴もみられる（表
10）。
　自分の現在の勤務先を『ブラック企業』と思わ
ない場合に、各項目で『あてはまる』割合が多く、

『ブラック企業』と思っている場合に比べて比率
が高いのが、「仕事と生活のバランスが適度にと
れている」（25.4ポイント差）、「雇用が安定して
いる」（24.0ポイント差）、「賃金・処遇が適切で
納得性がある」（22.1ポイント差）といった項目で、
両者の差が 20ポイント以上と大きい（表 10）。

（2）勤務先の仕事に対する満足度
　現在の勤務先の仕事に対する満足度をみると、

「満足している」は 7.7％と 1割程度であるが、こ
れに「ある程度満足している」（33.0％）を合わ
せると 40.7% の回答者が現在の仕事に『満足』
していると回答している。一方、「あまり満足し

（％）

回
答
件
数

仕
事
に
働
き
が
い
を
感

じ
て
い
る

自
分
の
能
力
・
専
門
性

を
十
分
に
活
か
せ
て
い

る 職
業
能
力
や
キ
ャ
リ
ア

を
高
め
る
た
め
の
機
会

や
支
援
が
あ
る

一
定
の
責
任
・
裁
量
を

与
え
ら
れ
て
い
る

家
計
を
ま
か
な
え
る
賃

金
・
処
遇
条
件
で
あ
る

雇
用
が
安
定
し
て
い
る

賃
金
・
処
遇
が
適
切
で

納
得
性
が
あ
る

肉
体
的
疲
労
は
感
じ
な

い 精
神
的
に
過
度
な
ス
ト

レ
ス
が
な
い

職
場
の
人
間
関
係
が
よ

い 仕
事
と
生
活
の
バ
ラ
ン

ス
が
適
度
に
と
れ
て
い

る

1565 38.0 33.5 30.2 42.4 35.7 43.4 30.8 29.3 23.7 40.8 38.2

中小正規 419 33.4 31.0 25.3 39.9 32.9 41.5 25.5 27.7 21.0 33.9 28.9

中小非正規 252 34.9 30.2 22.6 33.3 21.0 27.0 25.0 21.4 20.6 38.1 40.1

大企業正規 614 40.7 35.7 37.9 46.3 46.6 58.1 37.5 31.4 24.6 44.6 42.7

大企業非正規 280 41.4 35.7 27.5 45.7 28.9 28.6 29.3 34.3 28.6 45.0 40.7

そう思う計 346 30.7 25.7 18.8 34.1 26.8 27.5 15.6 17.9 13.9 28.6 21.1

そう思わない計 1057 42.7 38.5 35.7 47.6 40.3 51.5 37.7 34.0 28.5 47.0 46.5

わからない 162 22.8 17.9 19.1 26.0 24.1 24.1 17.9 23.4 13.0 26.6 20.4

規模・
雇用形態

勤め先は
ブラック
企業か

合計

表 10　現在の仕事（「あてはまる」と「どちらかといえばあてはまる」を合計した比率）
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ていない」（18.8％）や「満足していない」（10.9％）
といった『不満』（29.7％）を感じている割合は、
ほぼ 3割を占め『満足』が『不満』を 11ポイン
ト上回っている。なお、「どちらともいえない」
は 29.6％である（表 11）。
　規模・雇用形態別にみると、『満足』は大企業、
中小企業ともに正規に比べて非正規で多く、特に
大企業非正規では 46.8％と半数近くを占める。一
方、中小正規では『満足』は 33.2％にとどまり、『不
満』は 34.6％と他の層に比べて多い（表 11）。
　自分の現在の勤務先を『ブラック企業』と思わ
ない場合には、『満足』が 49.3％と半数程度を占
め『不満』が 23.2％にとどまるのに対して、『ブ
ラック企業』と思っている場合には、『満足』が
22.0％の一方で『不満』が 48.8％と半数程度を占
める（表 11）。

６．労働者の権利等や労働組合への理解

　本節では、回答者の労働に関する権利や制度の
認知状況と、労働に関する知識の獲得ルートにつ
いてみることにする。

（1）労働に関する権利や制度の認知
　調査では、「団結権」、「最低賃金」、「残業割増」
など、労働者が働く上で守られるべきルールにつ
いて、「上記の中で内容のわかるものはない」を

含めた 18の選択肢をあげ、『内容のわかるもの』
を全て選んでもらった。
　『内容のわかるもの』の比率が最も高かったの
は、「育児休業」（78.5％）で、これに「最低賃
金」（77.6％）、「ハローワーク（公共職業安定所）」

（77.1％）、「年次有給休暇（年休）」（76.9％）、「雇
用保険」（68.9％）、「産前・産後休暇」（68.0％）、「男
女雇用機会均等法」（67.0％）が 6～ 7割台で続く。
　一方、「団結権」（34.1％）や「教育訓練給付金」

（38.5％）、「未払い賃金の請求権」（41.4％）につ
いては、内容のわかる割合は 3～ 4割程度にとど
まっている。なお、17の権利のうち回答者 1人当
たりの『内容のわかる』平均項目数は、10.5項目
である（表 12）。
　規模・雇用形態別にみると、大企業非正規で『内
容のわかる』項目数が平均 11.6項目と最も多く、

「ハローワーク（公共職業安定所）」、「年次有給休
暇（年休）」や「育児休業」、「最低賃金」など多
くの項目で『内容のわかる』比率が高い。一方、
中小正規は『内容のわかる』項目数が平均 10.0
項目と最も少ない。また、組合加入率が半数以上
を占める大企業正規の「団結権」の『内容のわか
る』比率は 42.0％と他の層を上回るものの、それ
ほど高くない（表 12）。
　性・年代別にみると、『内容のわかる』項目数
は女性 30代が平均 11.7項目と最も多く、男性 20
代が 9.4項目と最も少ない。男性 20代については

（％）

回
答
件
数

満
足
し
て
い
る

あ
る
程
度
満
足

し
て
い
る

ど
ち
ら
と
も
い

え
な
い

あ
ま
り
満
足
し

て
い
な
い

満
足
し
て
い
な

い

1565 7.7 33.0 29.6 18.8 10.9

中小正規 419 5.0 28.2 32.2 22.2 12.4

中小非正規 252 4.0 35.3 33.7 16.7 10.3

大企業正規 614 9.1 34.5 28.3 17.4 10.6

大企業非正規 280 11.8 35.0 24.6 18.9 9.6

そう思う計 346 3.2 18.8 29.2 26.0 22.8

そう思わない計 1057 9.6 39.7 27.4 16.9 6.3

わからない 162 4.9 19.8 44.4 16.0 14.8

合計

規模・
雇用形態

勤め先はブ
ラック企業

か

表 11　現在の勤め先の仕事への満足度
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「内容のわかるものはない」（17.6％）が 2割近く
を占める。『内容のわかる』比率は、多くの項目
で女性 30代の比率が高く、男性 20代で低くなっ
ているが、「団結権」は正社員比率の高い男性で、
また、「育児休業」、「介護休業」、「産前・産後休
暇」、「男女雇用機会均等法」などは女性で『内容
のわかる』比率が高い（表 12）。
　これらの労働者の権利や制度について『内容
のわかる』ものが 1つ以上あった回答者に対し
て、それらをどのように学んだかを尋ねた。その
結果（複数選択）をみると、「新聞・雑誌、テレ
ビ、インターネット等の情報で知った」が 54.5％
と最も多く、これに「中学、高校の授業で習った」

（40.5％）、「新入社員教育など会社が実施する研
修で学んだ」（25.8％）、「家族や友人から聞いた」

（23.7％）、「職場の上司、先輩から聞いた」（22.6％）、
「大学の授業で習った」（20.1％）などの順で続い
ており、回答結果は分散している。
　規模・雇用形態別にみると、いずれも新聞・雑

誌等や中学、高校の授業が上位にあげられている
ものの、大企業正規では、「新入社員教育など会
社が実施する研修で学んだ」が 33.3％を占め、中
小正規（23.1％）を約 10ポイント上回っている。
　性・年代別にみると、就職してからあまり時間
の経っていない 20代については男女ともに「中
学、高校の授業で習った」や「大学の授業で習っ
た」など学校教育を通して学んだ比率が 30代に
比べて多い。また、「新聞・雑誌、テレビ、インター
ネット等の情報で知った」については男性 30代

（60.7％）が最も多く、男性 20代（50.8％）を約
10ポイント上回っているほか、女性は男性に比
べて「家族や友人から聞いた」が多いなどの違い
もみられる。
　職場で生じている問題を解決するためには、
個々の労働者が労働にかかわる権利や制度を理
解していることも重要である。そこで、『ブラッ
ク企業』の認識状況を「そう思う」、「どちらかと
いうとそう思う」、「どちらかというとそう思わな

（％）

回
答
件
数
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結
権

最
低
賃
金

残
業
割
増

年
次
有
給
休
暇
（
年
休
）

育
児
休
業

介
護
休
業

産
前
・
産
後
休
暇

未
払
い
賃
金
の
請
求
権

男
女
雇
用
機
会
均
等
法

就
業
規
則

労
災
保
険

雇
用
保
険

教
育
訓
練
給
付
金

派
遣
労
働
者

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
（
公
共
職
業
安
定
所
）

労
働
基
準
監
督
署

職
業
訓
練
校
（
職
業
能
力
開
発
セ
ン
タ
ー
等
）

上
記
の
中
で
内
容
の
わ
か
る
も
の
は
な
い

内
容
の
わ
か
る
も
の
（
個
数
）

合計 1565 34.1 77.6 49.8 76.9 78.5 65.3 68.0 41.4 67.0 66.4 66.5 68.9 38.5 59.6 77.1 53.1 54.9 9.8 10.5

中小正規 419 31.3 74.0 46.5 74.7 78.8 63.7 62.8 36.8 62.5 62.5 65.2 65.6 35.6 54.9 73.7 50.8 51.1 12.2 10.0

中小非正規 252 23.0 78.6 45.2 75.4 79.0 62.3 69.8 42.1 66.3 62.7 69.0 73.4 37.3 65.5 82.9 48.4 59.1 8.7 10.5

大企業正規 614 42.0 77.7 51.3 75.6 76.1 65.5 66.9 42.5 66.9 65.8 63.7 65.0 37.3 55.0 73.1 54.4 51.3 11.4 10.4

大企業非正規 280 30.7 82.1 55.4 84.6 83.2 70.0 76.4 45.4 74.6 76.8 72.5 78.2 46.4 71.1 85.7 57.9 64.6 3.6 11.6

男性20代 289 41.2 69.9 48.8 67.8 66.8 55.7 51.2 40.8 58.1 56.4 58.8 59.9 29.8 54.3 68.2 49.1 47.1 17.6 9.4

男性30代 439 39.4 77.7 53.8 73.6 73.8 59.7 60.1 44.0 62.9 67.7 65.1 67.4 35.8 55.1 74.5 56.9 52.8 10.7 10.3

女性20代 391 28.9 77.2 42.2 78.5 82.1 69.6 73.7 35.3 68.0 65.0 66.0 68.0 32.2 57.0 77.2 43.7 50.9 8.7 10.2

女性30代 446 28.7 83.0 53.1 84.8 87.7 73.3 81.6 44.6 76.0 72.9 73.3 76.9 52.2 69.5 85.4 60.1 65.5 4.7 11.7

そう思う 111 35.1 78.4 55.0 71.2 72.1 64.0 60.4 44.1 63.1 69.4 58.6 66.7 34.2 55.0 70.3 55.0 54.1 9.0 10.2

どちらかという
とそう思う

235 31.5 76.2 51.9 75.7 78.3 65.1 70.2 46.8 71.1 62.6 66.4 69.4 37.9 66.0 77.9 55.7 55.7 7.2 10.7

どちらかという
とそう思わない

427 31.1 75.6 48.5 74.7 77.3 62.3 62.8 37.0 63.2 61.8 64.6 65.6 36.8 54.6 75.6 50.6 51.1 9.4 10.0

そう思わない 630 40.0 85.2 52.5 86.3 87.1 73.3 78.6 45.7 74.9 76.0 74.6 77.0 43.3 66.7 84.9 58.1 62.4 5.4 11.7

勤め先はブ
ラック企業

か

規模・
雇用形態

性・年代

表 12　労働者の権利認知（『内容のわかる』比率）
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い」、「そう思わない」の 4つに分け、労働者の権
利や制度の認知状況についてみていきたい。労働
者の権利や制度の『内容のわかる』平均項目数は
明確に『ブラック企業』と思っていない層（「そ
う思わない」）で 11.7項目と他の層に比べて多い
が、平均項目数では、勤務先を『ブラック企業』
と思っているかどうかではっきりとした違いはみ
られない。ただし、項目別にみると、明確に『ブ
ラック企業』と思っていない層（「そう思わない」）
では、多くの項目で全体平均の比率を上回ってい
るが、一方で、明確に『ブラック企業』と思って
いる層（「そう思う」）では、「年次有給休暇（年
休）」、「育児休業」、「産前・産後休暇」、「労災保険」、

「ハローワーク（公共職業安定所）」で『内容のわ
かる』比率は低くなっている（表 12）。こうした
結果から、ブラック企業で働いている（と思って
いる）層では、労働にかかわる権利や制度に対す
る認知の範囲が、他の層に比べて限定されている
ことがうかがえる。

（2）労働組合に関する意識
　労働組合の必要性については、「労働組合は是
非必要だ」が 18.2％と 2割近くを占め、これに

「労働組合はどちらかというとあった方がよい」
（36.5％）を合わせ、労働組合を『必要』と考え
る割合は 54.7％と半数以上を占めている。その他

の回答については、「労働組合はあってもなくて
もよい」（15.5％）や「わからない」（25.9％）な
ど労働組合の必要性について約 4割が回答を保留
しており、「労働組合はない方がよい」とする労
働組合に否定的な層は 3.8％とわずかにとどまっ
た（表 13）。
　規模・雇用形態別にみると、労働組合加入率の
高い大企業正規では「是非必要だ」が 24.8％と多
く、これに「どちらかといえばあった方がよい」

（36.8％）を合わせた割合は 6割強を占め、他の
層を上回っている。その他の中小の正規や中小、
大企業の非正規については、「わからない」が 3
割前後を占め、その分「是非必要だ」が少ない（表
13）。
　勤務先を『ブラック企業』と思っている場合に、

「是非必要だ」とする割合が 26.0％と高く、職場
や働き方の課題解決に当たって労働組合への期待
が大きいといえる（表 13）。
　性・年代別にみると、男性については 20代、
30代ともに、「是非必要だ」で 2割強、「どちらか
といえばあった方がよい」を合わせた『必要』と
する割合はいずれも約 6割を占める。一方、女性
は 20代、30代ともに「わからない」が 3割強を
占めるため、労働組合を『必要』とする割合は半
数程度となっている。
　調査では、「従業員の不満や苦情を会社に伝え

（％）

回
答
件
数

労
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組
合
は
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必
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だ

労
働
組
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は
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ち
ら

か
と
い
う
と
あ
っ
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よ
い

労
働
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合
は
あ
っ

て
も
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く
て
も
よ

い 労
働
組
合
は
な
い

方
が
よ
い

わ
か
ら
な
い

1565 18.2 36.5 15.5 3.8 25.9

中小正規 419 15.5 33.7 16.7 3.6 30.5

中小非正規 252 11.1 37.3 13.5 4.0 34.1

大企業正規 614 24.8 36.8 16.4 4.4 17.6

大企業非正規 280 14.3 39.6 13.6 2.9 29.6

そう思う計 346 26.0 37.6 12.4 4.3 19.7

そう思わない計 1057 15.9 38.3 16.9 3.8 25.1

わからない 162 16.7 22.8 13.0 3.1 44.4

合計

規模・
雇用形態

勤め先は
ブラック
企業か

表 13　労働組合は必要か

07_武石・後藤・佐藤_vol12-2.indd   78 15/03/06   17:49

Hosei University Repository



79

働き方の現状と課題

る」や「一方的な解雇をやめさせる」、「給料・ボー
ナスを上げるために交渉する」など 10の労働組
合が取り組む活動をあげ、それぞれの活動につい
て、「期待している」、「ある程度期待している」、「ど
ちらともいえない」、「あまり期待していない」、「期
待していない」の 5段階で尋ねた（図 1）。
　「期待している」はいずれの活動も 1～ 2割程
度にとどまるが、これに「ある程度期待している」
を合わせた『期待』比率でみると、「給料・ボー
ナスを上げるために交渉する」（53.9％）、「従業
員の不満や苦情を会社に伝える」（53.9％）、「従
業員の雇用を安定させる」（50.5％）、「一方的な
解雇をやめさせる」（46.8％）、「長時間労働の削
減に取り組む」（45.6％）といった雇用や賃金・
労働時間など労働条件にかかわる項目で半数前後
を占める。一方、「職場の同僚とのコミュニケー
ションを深める」、「仕事の量や配分を改善する」、

「会社の経営の透明性を向上させる」など雇用の
安定や労働条件の向上に直結しない活動領域につ
いては『期待』割合は 3～ 4割程度にとどまって

図 1　労働組合の活動に対する期待

いる。
　雇用形態で明確な違いがみられるのは、「非正
規労働者の雇用、労働条件の改善に取り組む」で
ある。非正規については中小（49.6％）、大企業

（48.2％）ともに『期待』の割合がほぼ半数を占
めるのに対し、正規は 4割程度（中小：39.4％、
大企業：39.6％）と約 10ポイントの差がみられる。
そのほか、大企業正規で「給料・ボーナスを上げ
るために交渉する」（57.2％）、中小、大企業の非
正規で「セクハラ・パワハラを防ぐなど職場環境
をよくする」（中小：45.6％、大企業：47.1％）で『期
待』がやや多くなっているが、非正規労働者の雇
用、労働条件以外については、規模や雇用形態に
よる目立った違いはみられない。

７．結論と考察

　本稿では、35歳未満の一般社員（非管理職）
を対象に実施した調査結果の分析により、職場に
おいてどのような働き方の実態にあるのか、特に、
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いわゆる「ブラック的」な働き方がどの程度存在
し、そうした状況の背景やそれらにどのように対
処しているのかを明らかにしてきた。分析結果の
概要は以下のとおりである。
　まず第 1に、自分が勤務する勤め先が、違法な
労働時間や若者を使い捨てにするなど、いわゆる

『ブラック企業』にあてはまるかどうかを尋ねた
結果、全体で 22.1％があてはまると回答している。
この比率は、大企業正規社員に比べて中小企業の
正規・非正規社員、大企業非正規社員で高い。ま
た、労働組合がないと高い傾向も明らかになって
いる。
　第 2に、勤め先を『ブラック企業』と考えてい
る場合に、「残業が多い、休みがとりにくい」、「人
を育てる雰囲気がない」、「上司と部下のコミュニ
ケーションが少ない」といった職場の状況が存在
する。また、日常的な長時間労働、若者の離職傾向、
仕事に起因する健康問題など、深刻な問題にもつ
ながっている。全体の 1/4が過去 3年間に長時間
労働が原因で体調を崩した経験をもっている。こ
の傾向は勤め先を『ブラック企業』と考えると高
くなる。『ブラック企業』ではパワーハラスメン
トも多く、こうした状況が複合的に生じているの
が「ブラック的」な働き方といえる。
　第 3に、職場の問題に対して上司への相談等な
んらかのアクションを起こしている割合は 36.9％
にとどまる。『ブラック企業』と考えているとこ
の割合は高まり、「ブラック的」働き方に甘んじ
ているわけではないものの、それでも半数以上が
何もしていない。特に社内の苦情処理窓口や労働
組合などの受け皿が、そもそもない可能性もある
にせよ、こうした機関が機能しているとは言い難
い。
　第 4に、現在の勤務先の仕事に対する満足度を
みると、「満足している」（7.7％）と「ある程度
満足している」（33.0％）を合わせて『満足』は
4割程度にとどまり、「あまり満足していない」

（18.8％）と「満足していない」（10.9％）を合わ
せた『不満』が 3割を占めており、満足度が高い
とはいえない。特に、勤め先が『ブラック企業』

と思っている場合には、『満足』が 22.0％の一方
で『不満』が 48.8％と半数程度を占めるなど、特
に満足度が低く、「仕事と生活のバランスが適度
にとれている」、「雇用が安定している」、「賃金・
処遇が適切で納得性がある」などの項目に当ては
まる割合が低い傾向が顕著である。「ブラック的」
な働き方が、仕事への意欲や満足度を大きく低下
させている。
　こうした状況への対処として、労働者としての
権利を理解することや労働者が団結することが重
要だと考えられる。第 5点目として、こうした権
利理解、労働組合への期待において、「ブラック的」
な働き方の場合に、労働者の権利や制度の理解度
がやや低く、一方で労働組合への期待が大きいこ
とも明らかになった。職場や働き方の課題解決に
当たって労働組合への期待が大きいといえる。
　以上の結果から、職場の長時間労働などの問題
が発生していること、これが働く人の体調や満足
度にマイナスの影響を及ぼしている状況がみられ
ていること、こうした状況を改善するためには働
く側の意見を集約して対応を考える労働組合の役
割が重要であること、が示唆された。

＊本調査は公益社団法人教育文化協会による調査
研究事業費を活用して実施したものである。謝し
てここに記す。

	 	 注
1） 連合（日本労働組合総連合会）「ブラック企業

に関する調査」は、2014 年 11 月 1 日～ 11 月
6 日の 7 日間において実施し、20 歳～ 59 歳の
被雇用者 3,000 名（男性 1,500 名、女性 1,500 名）
の有効サンプルが集計されている。なお、対象
には労働組合員以外も含まれる。

2） 厚生労働省では、2013 年 9 月を「過重労働重
点監督月間」とし、若者の「使い捨て」が疑わ
れる企業等に対して集中的に実施したものであ
り、平均的な状況を示すものではない。
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Working Styles: Current Status and Areas of Concern
- Dealing With “Black” Work -

　The issue of illegal conditions and 
harassment ignored at the workplace that 
put employees in dire straits is one that has 
received much attention in recent years. 
This paper analyzes the results of a survey 
conducted on workers (both regular and non-
regular) under the age of 35 to determine what 
working styles are present in their workplaces, 
particularly to what extent so-called “black” 
work exists, and how employees who are not 
yet managers are addressing it.
　The survey revealed the following:
　First, when we asked whether their place 
of employment could be considered a so-called 
“black company” that uses illegal work hours 
or treats workers as disposable, 22.1 percent 
of respondents said yes. This percentage 
was higher for both regular and non-regular 
employees at small- and medium-sized 
companies and for non-regular employees 
at large companies, compared to regular 
employees at large companies. Furthermore, 
there was a clear trend for higher percentages 
where labor unions were not present. Second, 
there are many workplace and working-
style concerns at places employees identified 
as “black companies,” including too much 

overtime and difficulty taking time off, a poor 
environment for employee growth, and little 
communication between supervisors and their 
staff. Third, only 36.9 percent of respondents 
are taking some kind of action regarding these 
workplace issues, such as consulting with a 
supervisor. Of those respondents who believe 
their workplace is a “black company,” more 
than half are doing nothing about it. Fourth, 
one quarter of respondents reported that 
working long hours had had an adverse effect 
on their health in the past three years, and 
29.7 percent said they were not satisfied with 
the work at their current place of employment. 
These numbers were higher for those 
workplaces identified as “black companies”. 
Fifth, combined with the 18.2 percent who said 
a labor union was absolutely necessary and 
those who said it would be better to have a 
labor union than not, over half of respondents 
believe labor unions are necessary. Where 
respondents considered their place of 
employment to be a “black company,” the 
percentage in favor of labor unions increased, 
showing that much is expected from labor 
unions with regard to resolving workplace and 
working-style concerns.
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　These results suggest that issues such as 
long working hours are cropping up at the 
workplace; that these issues have an adverse 
effect on workers’ health and satisfaction 

levels; and that labor unions, which gather 
worker opinions and come up with ways to 
cope with these issues, play an important role.
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